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答 申 書

諮 問 第 ２号

１ 審査会の結論

(1) 請 求 に 係 る 公 文書 のうち 、柔 道整復師指導監査調査書、柔 道整 復施術療養費

返還申出書 、柔道整復師施術療養費支給 申請 書写し及び診療報酬明細書写 しを

非開示とし たことは妥当である。

(2) そ の 余 の 部 分 につ いては 、患 者の氏名を除き開示すべきで ある 。

２ 異議申立人の主 張の 要旨

(1) 異 議 申 立 て の 趣旨

異議申立ての 趣旨 は、和 歌山県知事（以下「実 施機関 」と いう。）が、平成

６ 年 1 0月 ４ 日 付 け で 行 っ た 、 「 柔 道 整 復 師 の 指 導 監 査 結 果 に つ い て 」 （ 以 下

「監査結果 文書」という。）及び「療養 費の 返還について」（以下「返還 通知

文書」とい う。）を非開示とした決定を 取り 消し、これらの公文書（以下 「本

件公文書」 という。）の開示を求めると いう ものである。

(2) 異 議 申 立 て の 理由

異議申立人が 異議 申立書 、意見書及び口頭によ る意見 陳述 によって主張する

異議申立て の理由を要約すると次のとお りで ある。

ア 和歌山 県公文書の開示に関する条例 （平 成５年和歌山県条例第２号。 以下

「条例」とい う。 ）第９ 条第２号本文の該当性 につい て

本 件 公 文 書 に 記 載 さ れ て い る 柔 道 整 復 師 (以 下 「 本 件 整 復 師 」 と い う 。 )

の 療 養 費 不 正 受給 を保険 者に通知した患者につ いては 、氏 名等を公表するこ

とについての 了解 を本人 から得ているので、プ ライバ シー 保護の必要性はな

く、少なくと もこ の患者 の情報については条例 第９条 第２ 号本文に該当する

ものではない 。

イ 条例第 ９条第２号ただし書ウの該当 性に ついて

本件公文書 を開示することにより、本件 整復 師の犯 罪行為を明らかにし、

療養費の不正 受給 を防止 することができる。し たがっ て、 本件公文書は、条

例第９条第２ 号た だし書 ウの開示することが公 益上必 要で あると認められる

ものに該当す る。

ウ 条例第 ９条第３号ただし書の該当性 につ いて

(ｱ) 本 件 整 復 師 の 行為は、患 者の 氏名、押印を偽造して療養費 を請 求すると

いう違法な ものであり、これによって氏 名を 冒用さ れた患者は精神的苦痛

を受け、又 は生活の平穏を侵害されてい る。
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( ｲ) 本 件 整 復 師 は 保険者から 療養 費を詐取しており、このよう な違 法な事業

活動に対し てどのような法的処分がなさ れた のかを 明らかにすることは、

人の生活を 保護するために必要である。

(ｳ) 以 上 に よ り 、 本件公文書 は条 例第９条第３号ただし書に該 当す る。

エ 本件整 復師は、施術をしていないの に施 術を行ったと偽り、しかも患 者の

名義を冒用し て保 険者か ら療養費を詐取してい る。非 開示 決定通知書の記載

によれば、実 施機 関はこ のような犯罪行為を過 誤にす ぎな いと評価している

が、そのよう な評 価を行 った根拠を明らかにす るため に本 件公文書を開示す

べきである。

３ 実施機関の説明 要旨

非開示決定 通知書、異議申立てに対する 非開 示処分の理由説明書、その他 口頭

による意見陳 述等 による実施機関の説明は、お おむ ね次の とおりである。

(1) 監 査 結 果 文 書 につ いて

ア 条例第 ９条第２号本文の該当性につ いて

監査結果文 書には、患者が施術を受けた 内容 、疾病 名等が記載されており 、

開示すること によ り患者 のプライバシーが侵害 される 。

イ 条例第 ９条第２号ただし書の該当性 につ いて

監査結果文 書は、本件整復師の過誤を指 摘し た指導 的通知であることから 、

条例第９条第 ２号 ただし 書のいずれにも該当し ない。

ウ 条例第 ９条第３号本文の該当性につ いて

監査結果文 書には、本件整復師の療養費 請求 に係る 過誤を指摘した内容等

が記載されて おり 、本件 公文書を開示すること により 、本 件整復師が運営し

ている施術所 の運 営に誤 解を生ずるおそれがあ るとと もに 、施術を受けてい

る患者との信 頼関 係を損 なうことが推測される 。

エ 条例第 ９条第３号ただし書の該当性 につ いて

監査結果文 書は、本件整復師の過誤を指 摘し た指導 的通知であることから 、

条例第９条第 ３号 ただし 書のいずれにも該当し ない。

(2) 返 還 通 知 文 書 につ いて

ア 条例第 ９条第３号に該当する。

返還通知文 書には、本件整復師の療養費 請求 に係る 過誤に関する内容が記

載されており 、本 件公文 書を開示することによ り、本 件整 復師が運営してい

る施術所の運 営に 誤解を 生ずるおそれがあると ともに 、施 術を受けている患

者との信頼関 係を 損なう ことが推測される。

イ 条例第 ９条第３号ただし書の該当性 につ いて

返還通知文 書は、条例第９条第３号ただ し書 のいず れにも該当しない。
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４ 審 査 会 の 判 断

当審査会は 、本件公文書の非開示決定の 当否 につき審査した結果、次のと おり

判断する。

(1) 本 件 公 文 書 の 内容 等につ いて

当審査会にお いて 精査し たところ、本件公文書 は形式 的に は２件の公文書で

あるが、実 質的には次の７件の公文書か ら構 成されている。したがって、 当審

査会では、 これらの公文書ごとに条例第 ９条 各号の該当性を検討すること とす

る。

ア 監査結 果文書

(ｱ) 伺 文 （ 処 理 経 過等に係る 部分 及び施行文案を含む。）

(ｲ) 柔 道 整 復 師 指 導監査調査 書（ 以下「監査調査書」という。 ）

(ｳ) 柔 道 整 復 施 術 療養費返還 申出 書（以下「返還申出書」とい う。 ）

(ｴ) 柔 道 整 復 師 施 術療養費支 給申 請書写し（以下「支給申請書 」と いう。）

(ｵ) 診 療 報 酬 明 細 書写し（以 下「 報酬明細書」という。）

(ｶ) 協 定 書 写 し

イ 返還通 知文書

(2) 伺 文 に つ い て

ア 伺文の 内容について

伺文は、実 施機関の職員が本件整復師に 対し て指導 監査を行った結果、行

政上の措置を 行う につい ての決裁を求めた公文 書（平 成６ 年３月７日起案）

であり、民生 部長 から本 件整復師あての指導文 書、民 生部 長から社団法人和

歌山県柔道整 復師 会（以 下「整復師会」という 。）長 あて の依頼文書及び保

険課長から和 歌山 東社会 保険事務所長あての通 知文書 の施 行文案を含んでい

る。

イ 条例第 ９条第２号の該当性について

(ｱ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号本文の 該当 性について

条例第９条第 ２号本 文は 、個人のプライバシーを最大 限に 保護するため、

特定の個人 に関する情報が記録されてい る公 文書に ついては開示しないこ

とができる と規定している。ここでいう 個人 に関す る情報とは、思想、信

条、信仰、 心身の状況、学職歴、親族関 係、 所得、 財産状況等、個人に関

するすべて の情報をいうが、伺文には、 行政 上の措 置を行う根拠となった

事実が、本 件整復師の患者２名（以下こ の２ 名を区 別する場合には「甲」

及び「乙」 という。）の氏名とともに記 載さ れてお り、これらの氏名を開

示すると、 これらの人達が本件整復師等 の治 療を受 けていた事実、すなわ
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ち 健 康 状 態 に 関する事実が明らかとなる 。し たがっ て、伺文に記録された

患者の氏名 は条例第９条第２号本文に該 当す ると認 められる。

ところで、異 議申立 人は 、甲については本人から氏名 等を 公表すること

についての 了解を得ているので、プライ バシ ー保護 の必要性はないと主張

している。

しかしながら 、条例 は、 県民の県政に対する理解と信 頼を 深め、県政へ

の参加を促 進し、もって開かれた県政を 一層 推進す ることを目的として県

民の公文書 の開示を求める権利を明らか にし たもの であり（条例第１条） 、

県民が自己 に関する情報を求める権利を 定め たもの ではないから、個人情

報の主体で ある本人が、自己に係る情報 を開 示され ることについて同意を

しているか 否かは開示・非開示の判断に 影響 するも のではなく、したがっ

て、異議申 立人の主張には理由がないも のと 認めら れる。

(ｲ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号ただし 書の 該当性について

条例第９条第 ２号た だし 書は、同条同号本文に該当す る情 報であっても、

法令等の規 定に基づき何人でも閲覧する こと ができ る情報（ただし書ア） 、

公表を目的 として実施機関が作成し、又 は取 得した 情報（ただし書イ）、

法令等の規 定に基づく許可、免許、届出 等の 際に実 施機関が作成し、又は

取得した情 報であって、開示することが 公益 上必要 と認められるもの（た

だし書ウ） については、いわゆる絶対的 開示 情報と して開示しなければな

らないと規 定している。

しかし、伺文 に記録 され た患者の情報は、患者が本件 整復 師の治療を受

けていたと いう事実を明らかにするもの にす ぎず、 これら絶対的開示情報

のいずれに も該当しないものと認められ る。

ウ 条例第 ９条第３号の該当性について

条例第９条 第３号本文は、法人その他の 団体 に関す る情報又は事業を営む

個人の当該事 業に 関する 情報であって、開示す ること によ り当該法人等の正

当な利益が損 なわ れると 認められるものは開示 しない こと ができると規定し

ている。

そして、伺 文には、本件整復師が行政上 の措 置を受 けたという事実が記録

されているこ とか ら、実 施機関は、これを開示 すると 本件 整復師が運営して

いる施術所の 運営 に誤解 を生ずるおそれがある ととも に、 施術を受けている

患者との信頼 関係 を損な うことが推測されると 主張し てい る。

しかし、実 施機関が理由説明書及び意見 陳述 によっ て説明しているところ

によれば、本 件整 復師の 療養費請求は過誤に基 づくも ので あり、したがって、

口頭注意とい う軽 い措置 が行われたこと、また 、当審 査会 において措置後の

経過を確認し たと ころ、 本件整復師は過誤を自 認し、 任意 に療養費の返還を

行っているこ と等 を考え 併せれば、伺文を開示 したと して も、実施機関の主
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張 す る よ う な 事態 が現実 に発生する可能性は極 めて低 いも のと考えられる。

したがって、 伺文 が条例 第９条第３号本文に該 当する と主 張する実施機関の

主張は採用で きな いもの である。

(3) 監 査 調 査 書 に つい て

ア 監査調 査書の内容について

監査調査書 は、平成６年２月 22日 に 、 実 施機 関の職 員が、整復師会役員の

立会いのもと 、本 件整復 師に対して指導監査を 行った 結果 を記録した公文書

である。

イ 条例第 ９条第２号の該当性について

(ｱ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号本文の 該当 性について

監査調査書に は、過 誤返 納金算定の根拠として本件整 復師 の患者の氏名

が記録され ており、これらの情報は前記 ４ (2)イ (ｱ)で 述 べ た よ う に条例第

９条第２号 本文に該当する。

また、監査調 査書に は、 立会人の意見が記録されてお り、 これらの情報

は立会人の 内心の表示として、その職・ 氏名 ととも に条例第９条第２号本

文に該当す ると認められる。

さらに、監査 調査書 には 、本件整復師が卒業した専門 学校 の名称、卒業

年度及びこ れまでに勤務をした整骨院の 名称 が記録 されており、これらは

本件整復師 の学職歴に関する情報であり 、条 例第９ 条第２号本文に該当す

ると認めら れる。

(ｲ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号ただし 書の 該当性について

監査調査書に 記録さ れた 患者の氏名、立会人の意見及 び職 ・氏名並びに

本件整復師 の学職歴は、条例第９条第２ 号た だし書 のいずれにも該当しな

いともの認 められる。

ウ 条例第 ９条第３号の該当性について

(ｱ) 条 例 第 ９ 条 第 ３号本文の 該当 性について

監査調査書に は、本 件整 復師の事業概要、患者数を推 認で きる情報、事

務処理の方 法等本来本件整復師が事業活 動を 行う上 での内部管理上の事項

に属する情 報が記録されており、これら を開 示する ことによって本件整復

師の事業内 容が同業者に知られることに なる 等、本 件整復師の事業運営上

の地位を損 なうことがあると考えられる 。

また、監査調 査書に は、 本件整復師の施術方法、業務 執行 等につき、一

般的な指導 のなされたことが記録されて いる が、指 導のなされた具体的な

根拠と程度 が明らかにされておらず、こ れら を開示 するときは本件整復師

の信用を著 しく損ない、その正当な利益 を害 するも のと考えられる。

したがって、 監査調 査書 は条例第９条第３号本文に該 当す るものと認め
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ら れ る 。

(ｲ) 条 例 第 ９ 条 第 ３号ただし 書の 該当性について

異議申立人は 、本件 整復 師の行為は患者の氏名、押印 を偽 造して療養費

を請求する という違法なものであり、こ れに よって 氏名を冒用された甲は

精神的苦痛 を受け、又は生活の平穏を侵 害さ れてお り、したがって、本件

公文書は、 条例第９条第３号ただし書に 該当 すると 主張している。

この主張が事 実であ るか 否かは別として、条例第９条 第３ 号ただし書の

適用に当た っては、事業活動情報の開示 と人 の生命 、健康、生活等の保護

との間に合 理的な因果関係の存在するこ とが 必要で あると考えられるとこ

ろ、監査調 査書に記録された事業活動情 報は 、本件 整復師の療養費請求に

関する指導 監査の結果を記録したものに すぎ ず、こ れらの情報を開示する

ことと、人 の健康に対する危害を排除し 、又 は生活 を平穏なものにするこ

ととの間に 合理的な因果関係があるとは 考え られな い。したがって、この

点について の異議申立人の主張は理由が ない ものと 認められる。

(4) 返 還 申 出 書 に つい て

ア 返還申 出書の内容について

返還申出書 は、本件整復師が実施機関の 指導 監査を 受け、甲について平成

３年７月から 平成 ４年８ 月分までの計１７８， ００４ 円の 、また、乙につい

て平成４年７ 月及 び８月 分の計３４，１６７円 の過誤 請求 を自認し、その返

還を申し出た 公文 書であ る。

イ 条例第 ９条第２号の該当性について

(ｱ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号本文の 該当 性について

返還申出書に は、患 者の 氏名、患者の保険証記号番号 及び 被保険者本人

か 家 族 か の 別 が 記 録 さ れ て お り 、 こ れ ら の 情 報 を 開 示 す る と 、 前 記 ４ (2 )

イ (ｱ )で 述 べ た よ う に 、 こ れ ら の 人 達 の 健 康 状 態 に 関 す る 事 実 等 が 明 ら か

になること から、返還申出書は条例第９ 条第 ２号本 文に該当すると認めら

れる。

(ｲ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号ただし 書の 該当性について

返還申出書に 記録さ れた 患者の個人情報は、前記４ (4)イ (ｱ)で 述 べ た と

お りであり 、条例第９条第２号ただし書 のい ずれに も該当しないと認めら

れる。

ウ その他

当審査会に おいて実施機関の指導監査事 務の 執行状 況を聴取したところ、

限られた人員 の中 で効率 的な指導監査を行うた めには 、指 導監査を受ける柔

道整復師との 協力 関係が 不可欠であると認めら れ、よ って 、返還申出書のご

とき実施機関 と本 件整復 師との協力関係を前提 として 作成 及び提出された公
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文 書 を 開 示 す ると 、今後 の指導監査事務に支障 の生ず るこ とが十分予想され

る。

したがって 、本件異議申立てにおいては 争点 となっ ていないが、返還申出

書は、条例第 ９条 第８号 に規定する、県の機関 が行う 監査 に関する情報であ

って、開示す るこ とによ り将来の同種の事務事 業の円 滑な 執行に支障が生ず

るおそれがあ るも のにも 該当する可能性が十分 考えら れる 。

(5) 支 給 申 請 書 に つい て

ア 支給申 請書の内容について

支給申請書 は、本件整復師が患者の受領 委任 を受け て和歌山東社会保険事

務所に対して 療養 費の支 給申請を行った公文書 の写し であ り、患者１名につ

いて１ケ月分 を１ 枚とし て作成されるものであ る。そ して 、本件公文書には、

行政上の措置 を行 う資料 として、甲に係るもの が８枚 、乙 に係るものが２枚、

合計１０枚の 支給 申請書 が、本件公文書の一部 として 添付 されている。

イ 条例第 ９条第２号の該当性について

(ｱ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号本文の 該当 性について

支給申請書に は患者 の傷 病名、傷病部位、負傷年月日 、負 傷原因、転帰

内容、治療 内容等の情報が患者の住所及 び氏 名とと もに記録されており、

条例第９条 第２号本文に該当すると認め られ る。

(ｲ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号ただし 書の 該当性について

支給申請書に 記録さ れた 患者の個人情報は、前記４ (5)イ (ｱ)で 述 べ た と

お りであり 、条例第９条第２号ただし書 のい ずれに も該当しないと認めら

れる。

(6) 報 酬 明 細 書 に つい て

ア 報酬明 細書の内容について

報酬明細書 は、特定の医療法人が乙に対 して 行った 診療の報酬内容を明ら

かにした公文 書の 写しで ある。実施機関と整復 師会と の間 で結ばれた協定の

第１０条第１ 項第 ３号に よれば、現に医師が診 療中の 負傷 については施術を

行わないこと とさ れてお り、報酬明細書は、乙 が現に 医師 の診療を受けてい

たことを明ら かに する資 料として、本件公文書 の一部 とさ れたものである。

イ 条例第 ９条第２号の該当性について

(ｱ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号本文の 該当 性について

報酬明細書に は乙の 傷病 名、傷病部位、診療開始日、 診療 実日数、検査

内容、処置 内容、投薬内容等の情報が乙 の氏 名とと もに記録されており、

条例第９条 第２号本文に該当すると認め られ る。

(ｲ) 条 例 第 ９ 条 第 ２号ただし 書の 該当性について
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報 酬 明 細 書 に 記録さ れた 患者の個人情報は、前記４ (6)イ (ｱ)で 述 べ た と

お りであり 、条例第９条第２号ただし書 のい ずれに も該当しないと認めら

れる。

(7) 協 定 書 写 し に つい て

協定書写しは 、実 施機関 と整復師会との間で、 健康保 険等 の被保険者等に係

る施術につ いて、療養費の取扱いを協定 した 公文書の写しであり、条例第 ９条

各号のいず れにも該当せず開示すべきで ある 。

この点、実施 機関 は、協 定書写しを開示しても 異議申 立人 の請求の趣旨を満

たすもので はないことから非開示にした と意 見陳述によって説明するが、 指導

監査の根拠 や、前記４ ( 6 ) ア で 述 べ た よ うに 、請求できる療養費の範囲が 協定

によって定 められていることから、協定 書写 しを開示しなければ行政上の 措置

の内容等を 十分理解することはできず、 した がって、実施機関の主張は理 由が

ないものと 認められる。

(8) 返 還 通 知 文 書 につ いて

ア 返還通 知文書の内容について

返還通知文 書は、本件整復師が療養費の 返還 を行っ たことを内容とする、

和歌山東社会 保険 事務所 長から保険課長あての 通知文 書（ 平成６年６月 15日

付 け 和 東 社 第 ６８ １号） である。

イ 条例第 ９条第３号の該当性について

実施機関は 、返還通知文書には、本件整 復師 の療養 費請求に係る過誤に関

する内容が記 載さ れてお り、返還通知文書を開 示する こと により、本件整復

師が運営して いる 施術所 の運営に誤解を生ずる おそれ があ るとともに、施術

を受けている 患者 との信 頼関係を損なうことが 推測さ れる と主張している。

しかし、前 記４ ( 2 ) ウ で 述 べ た の と同様 の理 由によ り、返還通知文書が条

例第９条第３ 号本 文に該 当するとは認められな い。

(9) 異 議 申 立 人 の その 余の主 張に ついて

異議申立人は 、そ の余の 主張として、本件整復 師の行 為に 対する実施機関の

評価が不当 であることを理由として本件 公文 書の開示を求めている。

しかし、当審 査会 の任務 は公文書の開示・非開 示の判 断に あり、実施機関の

行政措置の 当・不当を判断する機関では ない ことから、かかる異議申立人 の主

張は理由が ないものと認められる。

(10) 結 論

以 上 の と おり 、伺 文、協 定書写し及び返還通知 文書は 、患 者の氏名を除き開
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示 す べ き で あ る。

５ 審査会の処理経 過

当審査会の 処理経過は、次のおりである 。

年 月 日 審 査 の 経 過

平成６年 12月 19日 諮 問 を 受 け た。

平成７年１ 月 30日 実 施 機 関 か ら理 由説 明書を受理した。

平成７年２ 月 14日 異 議 申 立 人 から 意見 書を受理した。

平成７年２ 月 22日 実 施 機 関 か ら理 由説 明の聴取を行った。

平成７年３ 月 29日 異 議 申 立 人 から 意見 聴取を行った。

平成７年４ 月 28日 実 施 機 関 か ら理 由説 明の聴取を行った。

平成７年６ 月９日 実施機関から理 由説 明の聴取を行った。

平成７年７ 月７日 諮問の審議を行 った 。

平成７年９ 月１日 諮問の審議を行 った 。

平成７年 10月 20日 諮 問 の 審 議 を行 った 。



- 10 -


